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２０２２年度事業計画 
 

 

我が国の経済は、一進一退の状況が続いているものの、国内外における新型コロナウ

イルス感染症の影響が徐々に和らぐもとで、外需の増加や緩和的な金融政策、政府の経

済対策の効果に支えられ、持ち直しの動きが進むとみられています。輸出や生産では、半

導体などの供給体制の影響が和らぎ、堅調な海外需要に支えられて、企業収益の改善が

設備投資の増加に繋がるという循環メカニズムが働くと見込まれています。 

個人消費は、当面、新たな変異株への警戒感などが重石となるものの、３回目のワクチ

ン接種の普及などにより、感染抑制と消費活動の両立が進み、徐々に回復してくると見込

まれています。 

こうした中、我が国企業では、ポストコロナを見据えた動きもみられ、デジタル化や脱炭

素化に向けた取組を加速しているほか、昨今の供給制約の影響などを受けて、グローバ

ルなサプライチェーンを見直す動きもみられ始めています。 

 

北海道経済は、新型コロナウイルス感染症の影響から引き続き厳しい状態にあるものの、

持ち直しの動きがみられています。国内経済と同様、３回目のワクチン接種の普及などに

より、消費者マインドが上昇し、外食やイベント、観光など対面型サービス消費が持ち直す

と見込まれています。輸出や生産では、自動車部品や水産物などが増加し、企業収益の

改善や半導体などの供給制約の緩和などから設備投資が前年を上回るとみられています。 

 

新型コロナウイルス感染症の発生から２年が経ち、道内ものづくり産業を取り巻く環境に

も大きな変革がみられるようになりました。オンラインサービスやテレワークといったデジタル

化の進展、大都市から地方への移住、サプライチェーンの見直しや脱炭素化への要請な

ど、事業活動や働き方、暮らし方にも大きな変化をもたらしました。ポストコロナ時代に向け

て、こうした社会の変革を契機として、デジタル技術を活用した生産性の向上、成長が期

待される産業分野への参入、人材の誘致による人手不足の解消、次世代に繋がる技術・

製品の開発に取り組むことが重要となっています。 

 

力強い北海道経済の実現には、一次産業をはじめ各種産業を支える「ものづくり産業」

の持続的な発展が不可欠です。２０２２年度の事業活動では、国や道、関係団体との連携

の下で、ものづくり産業の振興に不可欠な技術力の向上対策として専門家による現場指

導や技術セミナーの開催、成長産業分野への参入段階に応じた支援、技術系人材の誘

致・育成、次代を担う若年層を対象としたものづくりの現場見学や出前授業などの各種事

業に取り組み、技術支援と経営支援の両面から、会員企業をはじめとする本道機械工業

及び関連産業の発展になお一層寄与して参ります。 
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Ⅰ 組織と財政基盤の充実強化  

１ 新規会員の加入促進 
 
新規会員の加入促進は、当会にとって最も重要な取組の一つであり、設立以来、組織を挙げ

て取り組んで参りました。その結果、会員数が約６００社に達した年もありましたが、その後の相

次ぐ経済情勢の変遷等により、会員数は中長期的に漸減傾向で推移して来ています。 

今後とも、会員一丸となって、新規会員の加入促進に一層努めるとともに、会員数の減少傾向

に歯止めを掛け、道内ものづくり産業の振興と当会の組織力の強化、財政基盤の確立に努めて

参ります。 
 

２ 関係機関との連携強化  
 
ものづくりの大切さを広く道民に理解して頂き、当会の活動に対する幅広い支援の輪を広げ

ていくためには、道内のものづくり関連の中心的団体である当会と関連団体との連携した取組が

重要となっています。このため、ものづくりに関する道内外の各種団体等との連携を一層強め、

共同で新たな事業を実施するなど、当会の組織強化に繋がる取組を進めて参ります。 

また、会員企業にとって、当会の事業がより魅力的なものになるよう努めるとともに、引き続き、

国や道の事業推進に協力し、運営費の確保を図って参ります。 

 

Ⅱ 技術力向上対策事業 

１ 参入促進等支援事業 
 
（１）自動車・食関連機械・航空機部品・宇宙産業の育成 

地場企業の自動車関連産業への参入を促進するため、引き続き、個別指導などのコーディ

ネート機能により自動車関連工業の育成に努めて参ります。また、道等により設立された「北海

道自動車産業集積促進協議会」に参画し、各種事業に取り組むとともに、「食」の生産・加工現

場を支える食関連機械分野に加え、今後の成長が期待される航空機部品・宇宙ビジネス分野

への参入を促進して参ります。 
 

（２）生産工程改善指導の実施 

関係機関・団体と連携しながら、道内外の専門家による企業の生産設備や生産方法、管

理システムの改善、先進的な生産管理技術に沿った工程改善指導等、具体的な現場指導を

行い、技術力の向上・コスト改善及び経営力の強化を図って参ります。 
 

（３）セミナー等の開催 

国内外の経済情勢や業界全体の発展方向等についての認識を高めるため、関係機関・団

体等との協力などにより、専門家による各種セミナーや講演会などの開催に努めて参ります。 
 

（４）関連情報の収集・提供及び業況調査研究事業の実施 

会員の経営改善や技術力の向上などに役立つ各種情報を収集し、迅速に提供するととも

に、業界の実態を把握するための業況調査や経済動向調査を行い、企業経営の参考に資

するため、会員企業に提供するとともに、道など行政機関への提供を通じて、工業振興施策

に反映されるよう努めて参ります。 
 

（情報収集・提供等の主な取り組み） 

ア 会報・技術情報誌の発行 
イ メールマガジンやホームページ等を活用した情報の発信 

ウ アンケート調査の実施 

エ 機械工業振興策等に関する調査・研究の実施 
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２ ＱＣサークル・ＴＰＭ事業などの取組みの促進 

ＱＣサークル北海道支部、日本科学技術連盟など関係団体との連携を図りながら、ＱＣ活動

や５Ｓ・３Ｓ活動等の取組みを促進して参ります。また、（公社）日本プラントメンテナンス協会と共

催で「北海道モノづくり・保全研究会」を開催し、ＴＰＭを通した設備保全技術、生産性向上への

取組を支援して参ります。 
 

３ 産業技術開発促進事業  

（１）技術開発促進事業の実施 

道内の機械金属関連産業の振興を図るため、道総研工業試験場のロボラボ（ロボット実証
ラボ）及びモノラボ（電波暗室、防水試験室他）の活用や、地域技術支援機関との連携を図り
ながら、道内ものづくり企業の技術開発に協力して参ります。また、国や道が進める産業振興
事業に積極的に参画するとともに、道内ものづくり企業相互のビジネスマッチングを促進して
参ります。 

 

（２）技術講習会、視察会の開催 

新たな製品や新しい技術開発の促進を図るため、技術講習会を開催するほか、新たな技
術交流の契機とするため、道内外の先進工場で取り組んでいる技術開発の状況、生産管理
活動などを学ぶ視察会を開催して参ります。 

 

（３）関係機関等との連携 

国、道などの関係機関や団体等が実施する研修会やセミナーなどの技術関連事業に対す
る協力や共同事業に取り組んで参ります。 

 

（４）情報提供事業の充実 

技術の高度化、新製品・新技術開発などに関する情報や、生産管理技術などの動向、技
術セミナーの開催、各種制度などを掲載した会報や技術情報誌等の発行をはじめ、ホーム
ページ、メールマガジン等による各種情報の迅速な提供などに努めて参ります。 

 

４ 北海道 技術・ビジネス交流会（ビジネス EXPO）の開催 

道内外企業や学術試験研究機関などとの交流や共同研究開発などを促進し、新たな分野へ

のチャレンジと積極的なＰＲ活動による市場の拡大を図るため、製品・技術・情報・経営のノウハ

ウなどを一堂に会する場として、関係機関とともに「北海道 技術・ビジネス交流会」（ビジネス

EXPO）を開催して参ります。 
 
（１）会 期 ： ２０２２年１１月１０日（木）～１１日（金）（２日間） 

（２）会 場 ： 札幌流通総合会館（アクセスサッポロ） 

（３）実施主体 ： 北海道 技術・ビジネス交流会 実行委員会 

 

Ⅲ 受注拡大対策事業  
 

１ 商談会等の開催  

会員企業の受注拡大を図るため、大手発注企業等の設備投資、発注物件情報を収集し、 

会員企業に情報提供するとともに、（公財）北海道中小企業総合支援センターと連携して、道内

外で受発注商談会を開催して参ります。さらに、関係機関が主催する各種商談会に関する情報

提供や共同開催により、会員の積極的な参加を促し、受注拡大の取組を支援して参ります。  
 

２ 会員情報の発信  

会員企業に係るデータベースの整備を随時行うとともに、引き続き、当会ホームページの活用

による会員情報（主要製品・設備・技術等）を発信するなど、その内容の充実を図って参ります。 
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Ⅳ 交流推進事業 
 

工業系を中心とする道内大学や試験研究機関等との交流懇談会や企業視察会などを開催し、

会員企業と道内大学及び関係機関との連携促進に努めるとともに、会員相互の交流機会の 

拡大、産学官による共同研究開発や技術シーズの民間への移転の促進を図って参ります。 

 

Ⅴ 人材確保対策事業  
 

優れた技能等を有する技能者や技術者などの人材の確保が課題となっていることから、関係

機関との連携を図り、各種技術講習会や研究会の開催、関係情報の提供等に努めるほか、若

者を対象とした工場見学会の実施や北海道へＵ・I タ－ン就職を希望する方と技術系人材を求

めている会員企業への支援に努めて参ります。 
 

Ⅵ 労働管理意識の高揚 
 

会員企業における労働管理意識の高揚を図るため、国が進める「働き方改革」をはじめ最低

賃金制度の周知や労務管理等に関する情報の提供に努めて参ります。  

 

Ⅶ 関係機関・団体との連携等  
 

国や道などのほか、次のような関係機関が実施する事業への協力などを通じて、道内ものづ

くり産業の振興が図られるよう努めて参ります。 

 

・（独）中小企業基盤整備機構 ・（地独）北海道立総合研究機構工業試験場 

・（公財）北海道中小企業総合支援センター ・北海道経済連合会 

・ＱＣサークル北海道支部 ・（一社）日本機械学会北海道支部シニア会 

・（一社）北海道発明協会 ・（公財）北海道科学技術総合振興センター 

・（公社）日本プラントメンテナンス協会 ・（一財）日本科学技術連盟 

・恵庭リサーチ・ビジネスパーク(株) ・（一財）さっぽろ産業振興財団 

・札幌商工会議所  ・（一社）北海道バイオ工業会 

・北海道職業能力開発大学校 ・北海道高等技術専門学院 

・北海道科学大学 ・室蘭工業大学 

・自衛隊札幌地方協力本部 ・ＮＰＯ法人 ふるさと回帰支援センター 
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Ⅷ 業種別部会事業 

北海道機械工業会活動の中心となる業種別部会活動の充実に努めて参ります。 

 

１ 表面処理部会  

■基本方針 

部会会員企業が結束し、技術水準の向上、合理化、省力化等労働条件の改善、生産性の向上に

努め、付加価値の高い仕事により経営の安定化を図ることが必要であることから、次の事業を行って

参ります。 
 

（１） 部会員の拡充 

溶融メッキ、電気メッキ、溶射、塗装業者の入会の促進 

（２） 例会の開催 

部会会員間の情報交換、親睦の推進 

（３） 視察会の開催 

技術水準の向上を図るため、道内外の企業視察会の開催 

 

２ 鉄骨部会  

■基本方針 

部会活動は会員企業の経営安定に寄与することを第一とし、上部団体（（一社）全国鐵構工業協

会）との仲介・媒体機能の強化を図り、関連諸団体との連携により、新規需要創出に取組み、将来を

見据えた技術者や技能者の育成に努め、若年労働者の入職を促進するための広報活動を実施す

るとともに、会員の英知をもとに創意工夫の提案をいただきながら次の事業を推進して参ります。 
 

（１） 経営基盤の安定強化 

ア 公正な市場環境維持と共同受注の推進 

イ 適切な元請・下請取引関係の構築  

ウ 契約における法定福利費計上の徹底 

エ ２０２２年度「鉄骨部会員の建築鉄骨（生産量等）実態調査」の実施 

オ 各種資格取得のための受験対策学科講習会、研修会の実施による優れた技術者・ 

技能者の人材育成 

カ 広報活動の実施（学校関係並びにマスコミへのＰＲ活動） 

キ 有用図書の紹介と配布 
 

（２） 需給環境変化への対応 

ア 鉄骨材料の価格高騰、納期長期化問題は、需給の構造変化に伴う継続的な問題として 

認識し、情報収集に努めるとともに、上部団体と連携して引き続き周知・要請活動を実施 

イ 安定的な鉄骨需要に繋げるべく、上部団体と連携してＳ造化促進に向けた取組みを実施 
 

（３） 上部団体や関連団体との関係強化及び会員の交流促進 

ア （一社）全国鐡構工業協会・（一社）北海道機械工業会の情報提供 

イ 関係団体との連携強化 

ウ 道内及び道外の支部間交流並びに会員相互の交流促進 
 

（４） 北海道ＦＡＢ青年部会への協賛支援 

（５） その他部会員の発展に資するための事業の実施 
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３ サッシ部会  

■基本方針 

部会員が協力して受注機会の拡大や生産効率・技術水準の改善を図っていくことが重要な課題

であり、このような認識のもと、相互協力して次の事業を積極的に推進して参ります。 

 

（１） 例会等の開催 

 部会員間の交流を通し情報交換を図るため、例会等の開催 

（２） 受注機会の拡大 

 他部会や他業種との交流を推進し、部会員企業の対外的ＰＲ 

（３） 技術水準の向上 

 道内外の工場視察会を実施、生産管理の改善やコスト競争力の向上 

 

４ 検査部会  

■基本方針 

会員企業が結束して、受注の確保と技術水準向上のための体制を確立し、相互協力して部会員

の共栄を図るため、次の事業を積極的に行って参ります。 

 

（１） 情報・広報に関する事業 

ア 非破壊検査業務の情報交換の実施 

イ 工業会広報誌などを活用した、地場有力企業、公共機関等に対する積極的な広報活動 

ウ 他業界、他部会との交流、部会員企業のＰＲの実施 

 

（２） 検査技術水準の向上に関する事業 

ア 若手技術者の研鑽、技術向上及び検査業務現場の合理化、省力化 

（改善事例等の発表の場）を目的とした検査技術研究会の開催 

イ ＪＳＮＤＩ（日本非破壊検査協会）技量認定試験及び講習の道内実施の要望並びに 

受験準備講習会の実施 

ウ 技術水準の向上及び安全衛生の確保など必要に応じた講習会、研修会、視察会の実施 

エ 北海道科学大学における非破壊検査実習に対する支援 

 

５ 電機電子部会  

■基本方針 

例年実施している行政や経済団体との情報交換会を今後も引き続き開催するほか、道内外の先

進企業・施設の視察会および講演会・講習会を実施するとともに、部内外会員との交流を積極的に

行い、情報交換と受注機会の拡大に努めて参ります。 

 

（１） 情報交換会の開催 

行政や経済団体との情報交換会の開催、経営基盤強化や受注拡大のための情報収集 

（２） 企業等視察会 

道内外企業・施設の視察や見学会、意見交換会の実施 

（３） 技術講習会 

他団体との合同開催も含めた積極的な技術講習会の実施、技術力の一層の向上促進 
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６ 機械製缶部会  

■基本方針 

会員企業の技術力・生産管理の向上、新分野進出、情報の収集・交換・受注機会の拡大等を目

的として下記の事業の推進に努めて参ります。 

 

（１） 役員会の開催 

 役員会を年２～３回開催し、部会の事業運営方針、具体的事業計画の策定 
 

（２） 講演会の開催 

 部会員の経営活動に資するための講演会の開催 
 

（３） 視察会の開催 

ア 道外視察会 

本州先進地区の工場視察会の実施 

イ 道内視察会 

会員企業も含め地場優良企業の視察会の開催 
 

（４） 技術講習会の開催 

会員企業の技術者を対象とした技術講習会の開催 
 

（５） 交流推進事業 

道内有力企業や異業種企業及び他部会との交流推進を目的とした積極的な情報の収集・交換 
 

（６） 設立４０周年に向けての準備 

２０２３年度に予定している機械製缶部会設立４０周年記念式典に向けた積立金の確保、記念

事業の準備を進めて参ります。 

 

７ 自動車関連部会  

■基本方針 

自動車産業界は、１００年に一度の大変革期を迎え、この変遷に対応し、次世代に向けた会員企

業における生産資源の有効活用と経営体質の強化、生産システムの改善、技術力の向上促進と部

会員相互の研鑽を図るために、以下の事業を行って参ります。 

 

（１） 部会員企業間の連携強化 

ア 工場研修会 

イ 部会員企業が取組んでいる生産改善活動や成果の紹介と工場見学 
 

（２） 部会員企業の研鑽 

ア 視察会の実施 

イ ものづくり技術セミナーの開催 （他部会と共催） 
 

（３） その他 

総会、役員会、年末講演交流会、ゴルフ交流会の開催や情報提供など 

ア 部会メーリングリストによる情報の共有促進 

イ ＱＣサークル主催の発表大会（北海道支部大会、全国大会） 

ウ 人づくり・ものづくり経営者交流会、技術講習会など 

エ 北海道モノづくり・保全研究会（改善事例発表会を含む） 


